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日本学術会議提言「材料工学から見た

ものづくり人材育成の課題と展望」

中 嶋 英 雄

. は じ め に

現代社会の進化と発展はものづくりから始まったと言って

も過言ではない．材料工学はその「ものづくり」の基盤とな

る要素であり物質の仕組みを「かたち」にしていく学問であ

る．その「ものづくり産業」は国内雇用や貿易立国日本を支

えてきた我が国の基幹産業である．しかしながら，新興国企

業の躍進や製品のコモディティ化によって現場力の強みに根

差した日本のものづくり産業の国際競争力の低下が懸念され

ている．このような事態に対処して我が国の国民経済が基幹

的な産業である製造業の発展を通して今後とも健全に発展し

ていくためには「ものづくり」に関する能力を尊重する社会

的気運を醸成し，ものづくりの積極的な振興と人材育成を図

ることが不可欠である．第23期日本学術会議材料工学委員

会では「材料工学将来展開分科会」を設置して，材料に関す

る産業および材料工学の将来を発展させるためには人材育成

こそ最も重要な課題であると認識し現状の課題と将来展望の

検討を行い，日本学術会議から提言書を発出した．本稿で

は，その提言を広く認識していただくことを目的として要約

したものである(1)．

. ものづくり産業の現状および問題点

日本の技術力は世界を牽引する高いレベルにあるが，それ

を事業化する製品企画やマーケティングと言ったビジネスモ

デル構想力には弱みがある．素材の製品化に関しても同様の

ことが言える．日本の素材開発レベルは極めて高く，これま

で多数の優れた特性を有する素材が開発されてきた．しかし

ながら，日本で開発された優れた素材が我が国の最終製品や

システム産業に直接反映されるのは限定的であり，欧米の製

造業に利用されることが多々見受けられる．最終製品によっ

てこそ大きな収益が挙げられることを考えると，日本で開

発・製造された素材であっても最終的な利潤は欧米の製造業

にもたらされてしまう傾向が強い．つまり，日本で開発され

た成果によってむしろ国外の企業に利をもたらすことになっ

てしまい，より多くの利益が得られる最終製品やサービスの

市場では我が国が苦戦を強いられていることも否めない．す

なわち，我が国の高品質・高性能な材料・部品やそれらの製

造プロセス技術が，我が国の最終製品やシステム産業の利益

に有効な形で反映されていないことが，現状の大きな問題で

あろう．このような日本の製品企画の弱さは産業構造に起因

するとも考えられるが，それと共に我が国のものづくり産業

に関わる人材の，製品の設計構想を立案できる能力の低さに

由来するものと考えられる．そのためには日本のものづくり

産学連携のあり方や人材育成，大学におけるものづくり教育

と人材育成，将来の優秀な人材確保のために初等・中等教育

課程における材料工学の啓発活動や女子学生，女性研究者の

ものづくりへの積極的進出を増進させることが求められる．

. 提 言 の 内 容

 ものづくり人材育成のための産学連携の改革

我が国で開発された素材が，我が国の製造業に十分に生か

されず製品化に至らないケースが多く見受けられる．これに

は主となる要因が 2 点考えられる．◯ 1 つ目は新素材を受

け入れる産業，例えば航空機や宇宙産業のような産業が育っ

ていないという我が国の産業構造に起因していること．◯ 2





図 1 新製品市場におけるベンチャー起業の活動の貢献度．
(出典経済産業省，2015年版ものづくり白書)
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つ目は我が国の素材企業とユーザー企業(製造業)との連携が

不十分であること．◯に関しては，我が国も本格的な航空機

製造を目指す企業の動きもあるので，近い将来解決されるこ

とを期待したい．◯に関しては早急に対策を講じることがで

きる可能性があり，異業種コンソーシアムを提案する．素材

企業や大学・研究機関は高機能性素材の開発や量産化に長じ

ているが，その先の製品化まで見渡すことができない．一

方，自動車，航空機，電子機器，機械メーカーなどのユーザ

ー企業はアセンブリすることに長けていても，新素材の潜在

的機能を十分に熟知できないであろう．つまり，両業種のコ

ミュニケーション不足の結果として製品化に至らないと考え

るならば，これらが素材―ユーザー連携の異業種コンソーシ

アムを形成してうまく連携することによってこの問題を解決

することができると考えられる．

ところで，ものを製品化することは社会，市場やカスタマ

ーのニーズを満足させる目的を実現させることであり，ベン

チャー起業家精神と相通じるところがある．図は新製品市

場におけるベンチャー起業の活動の貢献度を国別に示したデ

ータであるが，日本は OECD 主要国では残念ながら最下位

である．現在，最先端製品の多くがベンチャー企業から発出

され，最先端産業を牽引しているのがベンチャー企業である

というのが世界的な潮流であることを考慮すれば，日本の産

学連携をステップアップさせるには，ベンチャー起業化を推

進させることも重要な要素の 1 つであると言える．そのた

め，大学や大学院における起業化教育は，実際の起業だけを

想定したものではなく，社会人として必要となる，製品化企

画のための視野拡大や資質向上の一策と位置付けることがで

き，アントレプレナーシップ教育プログラムの充実が必要で

ある．また，ガラパゴス携帯の例や半導体産業の衰退は，国

際標準化を事業戦略として上手に利用できなかったことや知

財戦略で遅れを取ったことが主たる原因である．このことを

考慮すれば，国際標準化や知的財産を重視した教育プログラ

ムの充実も望まれる．

 大学の材料工学における人材育成

我が国の大学における研究者や技術者の育成には，これま

でアカデミックフリーダムの考え方もあり，大学教育が十分

に産業界のニーズに応える人材を育成できているわけでもな

く，産業界も大学に対して求める人材像を明確に提示してい

るわけでもないという点が問題であった．しかし知を集めて

社会課題を解決し，よりよい社会に向けた新たな価値創造や

産業創出を可能にするためには，大学と産業界とが意思疎通

を高めお互いの問題意識を共有しながら人材を育てなければ

ならない．

このような背景と現状の分析から，材料工学分野の大学に

おける人材育成に関しては，今後の改善・改革に向けて以下

を提言する．

1) 材料分野の変化・拡がりに対応した人材育成を進め

るための産学一体となった材料工学分野の人材育成に

関する議論を行い，材料工学の基礎教育の維持と合わ

せて，その議論を踏まえた大学における教育カリキュ

ラムやポリシーの見直しを行うべきである．

2) 材料工学分野を志向する学生の数の増加，多様性の

増加を実現するために，従来，連続性の議論が少なか

った初等中等教育と高等教育をつなぐ材料工学教育や

人材育成を議論する場を設定したり人材育成プログラ

ムを策定することが必要である．

3) 材料工学分野を志向する大学院生，留学生を増やす

ための経済的支援の強化が重要である．卓越した学生

に対する国の支援に加え，プロジェクトによる直接雇

用や，外部資金の間接経費措置率を高めて大学独自の

支援ができるような制度整備が必要である．





図 2 進路選択に影響を与えた人．
(出典「進路選択に関する意識調査」に関する
報告(2015年春実施)，寺内かえで，吉田信也，
小路田泰直(奈良女子大学，2016年))

図 3 主要国の就業者数に対する女性管理職比率．
(出典内閣府男女共同参画白書平成28年版)
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 中・高校における材料工学分野の知識の普及

多くの工業高校には建築，土木，電気，機械などの学科が

あるものの材料工学という名称の学科を持つ工業高校は非常

に少なく，中・高校における理科の学習教科にも材料工学に

直接関連するものがないため，材料工学は中・高校生にとっ

て馴染みのある工学分野の一つとは言い難い．この理由とし

て主に以下の 3 項目が挙げられる．

1) 中・高校における学習教科に「材料工学」を連想さ

せるものがない．

2) 大学入学試験において工学部の学科選択で「材料」

を含む名称の学科をもつ大学の数は限られている．

3) 中・高校生の保護者や教員にも「材料工学」の認知

度はかなり低い．

図に示すように，進路選択に保護者(特に母親)，教員か

ら影響を受けていることが考えれば，その保護者や中・高校

教員に対しても材料工学の認知度を高める努力が必要であ

る．優秀な人材の確保には，中・高校生に対する材料工学分

野の知識の普及と啓発に関する活動は，大変重要な意味を成

す．材料工学における「ものづくり」が，受験科目や主要教

科とどう係わりを持つかなどの情報を，教科書の囲い込み記

事，副読本を通して興味を喚起できるように中・高校生に提

供する．さらに新設される理数系科目「理数探求」の教科書

や副読本を材料工学分野を中心に編纂することは，材料工学

分野の啓発を通して優秀な人材を確保する上で極めて重要で

ある．

 関連学協会と企業の連携による中・高校生に対する啓

発活動

材料工学に関する広報活動の積極的展開が重要であり，進

路選択に関しては，本人以外の保護者や中・高校教員に対し

ても，「材料工学」の認知度を高める努力が必要である．当

該産業分野を進路選択肢として認知させるための工場見学の

開催など，関連学協会と企業の連携の下に，長期戦略に基づ

く啓発活動をすべきである．

 材料工学分野における女子学生，女性研究者・技術者

の増加策

我が国の女性研究者比率は，OECD 加盟国最下位の

14.7である．専攻分野別に見た大学等の研究本務者に占め

る女性の割合では，平成27年は，工学分野は10.0，理学は

14.1と，他の分野に比べていずれもかなり低いのが現状で

ある．材料工学分野に女性研究者・技術者が少ない理由は，

主に以下の 3 項目が挙げられる．

1) 女子学生が材料工学分野を進路選択しない，または

選択しにくい．

2) 材料工学分野に進学しても，材料工学系の職種には

就職しない，または就職しにくい．

3) 就職しても，材料工学分野では女性研究者・技術者

が継続勤務しない，または継続しにくい．

従って，これらの理由を解明し，課題を改善すれば，材料

工学分野の女性研究者・技術者を増加させることができる．

女子学生の増加策として，ロールモデルを提示し，女性の能

力が生かせる分野が多いという材料工学分野の特徴を周知さ

せる．就業率の増加は，女性研究者・技術者の積極登用と，

キャリアパス不安の解消，家庭と仕事の両立のための柔軟な

勤務形態や，職場環境の整備が求められる．さらに，ライフ

イベント中の評価の透明化によるキャリア形成の確保，ネッ

トワーク化やメンターシップ制度の環境整備が必要である．

 女性活躍を社会的に定着させるための方策

図に示すように，日本の女性の管理職比率は諸外国に比
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べて著しく低い．この理由として，男性社会風土が女性の管

理職を好まない，あるいは，家庭と仕事の両立を考えると管

理職を希望しない場合があるなどが挙げられる．女性の参画

が職場活性化に有効であり，女性の積極登用に向け，ダイバ

ーシティ社会(組織)がもたらす有効性を広く情報提供する必

要がある．ダイバーシティ社会においては，個々の違いを認

める許容力や，個人力と責任力を有する人材育成が必要にな

る．材料工学分野の女性研究者・技術者増加の観点から以下

の 5 項目を提言する．

1) 女性研究者・技術者向けのキャリア形成支援やリー

ダーシップ研修

2) 出産・育児後や中途退職した女性研究者・技術者の

復帰支援研修

3) 女性研究者・技術者の採用・登用時の年齢による差

別の排除

4) ライフイベント後の女性研究者・技術者の研究助成

金応募に対する年齢制限の条件の緩和

5) 全研究者・技術者や管理職向けのダイバーシティマ

ネージメント研修

女性研究者・技術者が増加すれば，ニーズに合わせて，ラ

イフイベント中の女性研究者支援，職場環境，労働環境等が

整備され，これによりロールモデルが増加する．多くのロー

ルモデルの活躍により，キャリアデザインがイメージしやす

くなると，材料工学分野の女子学生比率は増加するという相

乗効果が期待できる．女性活躍の場面には，男性も女性活躍

の中で成長し，さらに女性も成長し，それにより「女性活躍」

が社会的に定着していくと考える．

本稿は日本学術会議から発出された提言書の要約版であ

る．提言書そのものは日本学術会議ホームページ(1)に掲載さ

れているので，ご一読いただきたい．
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